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   In this paper, the effects of a probabilistic estimation of earthquake occurrence on the awareness of 

disaster prevention are discussed. In May 1998, the Research Committee on Earthquake Disaster, founded 

by the Japanese government, estimated the probabilities with which several earthquakes would occur and 

announced them. According to the committee, the probability of an occurrence of the next Tokai Earthquake 

within 30 years was 36 percent. This probabilistic and long-term estimation is an revolutionary trial in 

earthquake prediction efforts, but there remain many problems. One of these problems is whether residents 

can evaluate such estimations properly and put them to practical use. Findings in psychology show 

consistently that people can't make full use of probabilistic information. In order to shed light on how 

residents accept such information and evaluate it, a mail survey was conducted in Shizuoka city in 

September 1998. The main results are as follows. On average, the citizens of Shizuoka estimated the 

occurrence probability of the next Tokai Earthquake at 60 percent by intuition. They felt that an earthquake 

was impending if they were told the disaster would occur with more probability than 30-50 percent 

Consequently they took the estimation by the Research Committee as lower than their own. However, they 

thought that they had had better promote disaster measures as well as or more than their present level. And 

they didn't think that 30 years was too long to judge whether they should take disaster measures or that such 

probabilistic expression was too difficult to understand, making the announcement of this estimation 
insignificant. They also claimed that any information should be announced to residents but national and/or 

local governments should also tell citizens how to take the proper actions, adding to those information. 

Being based of these findings, some implications were discussed
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力を得たQこ こに謝意を表す。
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1.目 的

1995年1月17日 に発生 した阪神 ・淡路大震災は、人的にも物的にも甚大な被害をもたらしたが、

それ故 に我々に様々な教訓を残 した。そのひとつに、災害環境に対する適切 な知識の普及は極め

て重要だというものがある。阪神 ・淡路大震災の被害が激甚であったことは、直接 には地震が神

戸市直下で発生し、揺れが強かったことによる。 しか し、家屋の構造の弱 さやその後の厳 しい被

災生活の幾ばくかは、地震 に対す る事前対策の低 さに起因す る。そ して、その背景には神戸には

地震が来ないという神話 も指摘 しうる。

阪神 ・淡路大震災以降、様 々な災害情報が公表され、マスコミ等 を通 じて広 く伝 えられるよう

になった。その中に政府の地震調査研 究推進本部が試算、発表 している長期確率評価がある。 こ

の情報は、発生が予想される地震 について、一定の期間内に発生する可能性 を確率表現で示す も

のである。それまでの 「大地震が発生する可能性がある」 という表現か ら、定量的な表現 に踏み

込んだ点で画期的 と言いうるが、新 しい試みであるだけに問題 も残 されている。そのひとつ に

「30年以内」 という期間の長さや 「36%」 あるいは 「3.5%」 という確率表現 を、受け手である地

方公共団体や住民がどう理解するのか、 という問題である。30年 というのは対策を実施するには

あまりに長期に過ぎる、「3.5%」 では発生の可能性が小 さく安心情報 と受け止め られる、 といっ

た恐れ もあるからである。 また、心理学の知見 によれば、人間は事前確率の無視 など確率的な情

報処理 は不得手であるとされている。

そこで、本研究では、長期確率評価 の公表を住民が どの ように受け止め、 どのように評価 して

いるのか、を明らかにすることを目的としている。「今後30年 以内に発生する可能性は36%」 と推

定 された東海地震 を取 り上げ、 もし地震が発生 した場合 には大 きな被害を受けると予想される静

岡市民 を対象 としたアンケー ト調査 に基づ き、長期確率評価が防災意識に及ぼす効果を分析する。

2.調 査の概 要

【調査対象者】選挙人名簿に基づ き2段 階抽出法により1000人 を抽出

【調査方法】郵送法。なお、督促状1回 を送付 した。

【調査実施期間】1998年9月

【有効回収】465票 。回収率46.5%

【調査項 目】主な調査項目は図1に 示 したとお りである。
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地震への関心や切迫度
・周辺地震の知識と関心

・東海地震の切迫度

・発生可能性の予測

・被害の予想と災害観

防災対策の実施状況
・家具の固定や耐震診断、備蓄等
・家族の話 し合い、日常の火元点検等
・防災知識の習得状況

・保険の加入状況

早
災害情報への関心、評価

・長期確率に対する知識、関心、評価
・他のリスクの確率との比較

・降水確率の受け止め方

�
回答者の属性

・性別、年齢、職業、同居家族 の有無、居住歴
・近所 つ きあい、 自主防へ の参加、地域 活動
・住宅形態 と建築年

図1調 査項目の概要

3.回 答者 の属性

3-1性 別、年齢

性別は、男性48%に 対 して女性52%と 、やや女性の回答が多い。なお、静岡市民の母比率は男

性49%、 女性51%(平 成10年3月 現在)と なってお り、今回の回答者の分布は母集団 と近い とい

えよう。

表1回 答者の性別と年齢

20歳 代 30歳 代 40歳 代 50歳 代 60歳 以上

回答者 7.5 16.8 25.4 20.2 29.7

母比率 18.6 16.6 18.6 18.2 28.0
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年齢 は、表1に 回答者の分布 と静岡市の母比率 とを示 したが、60歳 以上の回答が最 も多 く、つ
いで40歳 代、50歳 代の順 となっている。20歳 代が最 も少なく、なかでも20歳 代の男性は低 い。 こ

のため、20歳 代の回答が75%と 母比率の18 .6%と 比べてかな り低いが、その点 を除けば全般的な

傾向は母集団を反映 しているといえよう。

3-2地 域関係

(1》居住歴 と近所つきあい

30年 以上が29%、20年 か ら29年 が22%と 過半数が20年 以上住んでいる人である
。他方、5年 以

内の人も17%お り、地域 とのつなが りの薄い層の存在 も懸念される。その点に関して近所つ きあ

いを見てみると、厂留守を頼んだ り親 しく話をする」 が31% 、厂ときどき立ち話をする程度」が

43%、 厂顔が合えば挨拶をする程度」が27%、 とほぼ3分 割 される。当然、居住歴が長い人ほ ど近

所つきあい も深 くなる傾向がある。 また、「ほとんどつ きあいがない」 という人 も3%い る。

(2)自主防への参加

自主防への参加については、「加入 している」が46%と 半数近 くに達 し、静岡市の自主防の活動

状況の高 さを示 している結果 とい えよう。その一方で、「加入 していない」人が36%、 さらに

12%の 人が 厂この地域には自主防災組織がない」 としてお り、自主防の組織化、育成の難 しさを

示 している結果 といえよう。やはり、傾向 としては、居住歴が10年 未満の人に未加入者が多い。

3-3住 宅形態 と建築年
一戸建て持ち家の比率が高い

。全体の64%を 占め、次に多い集合住宅借家の28%を 大 きく離 し

ている。一戸建て借家や集合住宅持ち家や一戸建て借家はともに4%と 少ない。建築年数 との関係
でみると、一戸建 て持ち家ではやや老朽化 しているものがみ られる。築30年 以上経っている昭和
45年 以前の建物が32%に 達 している。逆に昭和56年 以降の建物 も43%あ る。一戸建て借家では昭

和36年 か ら45年 に建てられたものが多 く、築30年 以上の建物が59%に 達 している。
他方、集合住宅では比較的新 しい建物が多い。持ち家でも借家でも、昭和56年 以降の耐震基準

法の改正以降に作 られた建物が3分 の1強 を占め、築30年 以上の建物 は持ち家の22% 、借家の30%
にとどまる。

表2住 宅形態と建築年

戦 前
戦前
一, .,

昭和35年

昭和36年
一._.

昭和45年

昭和45年
～

昭和55年

昭和56年

以降

一戸建て持ち家
3.4 8.1 20.6 24.0 43.2

集合住宅持ち家 0 5.6 16.7 38.9 38.9

一戸建て借家
5.9 11.8 41.2 17.6 23.5

集合住宅借家 0 1.6 28.9 33.6 33.6

(N=296)

(N=18)

(N=17)

(N=128)
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4.東 海地震の発生可能性と被害の予想

4-1東 海地震の切迫度

(1)地震災害環境に対する認知

静岡県内に被害 をもたらす可能性のある地震5つ のうち、東海地震を知っていると回答 した人が

89%と 圧倒的に多かった。ついで富士川河ロ断層の地震が31% 、静岡市直下の地震が30%で ある

が、その周知率はかなり下がる。さらに、県外 を震源 とする南海地震(16%)や 神縄 ・国府津一松

田断層帯の地震(6%)を 知 っている人は少 なかった。

最 も関心 も持つ地震 として も東海地震 を6596の 人があげてお り、2位 の静岡直下の地震の22%

を大 きく離 している。 しか も、東海地震へ の関心は、「非常 に関心がある」人は19%で あるが、

「かなり関心がある」人は37%、 合わせて過半数を超える。逆に、「あまり関心がない」あるいは

「まったく関心がない」人は5%と 少 ない。

(2)東海地震の主観的発生確率

東海地震が 「非常 に切迫 していると思う」人 こそ7%と 多 くはないが、「切迫 していると思 う」

人は50%に 達 してお り、6割 近 くの人が切迫感 を感 じていることになる。一方、厂それほ ど切迫 し

ていないと思 う」人も38%い る。

長期確率評価情報では 「今後30年 のうち」 に:地震が発生する確率 を評価 しているが、その同 じ

30年 間に東海地震が発生する可能性 を静岡市民 に聞 くと、厂絶対に確実だと思う」とした人が12% 、

「かな り確実だと思 う」 とした人が38%と 、あわせて5割 の人が確実と見ている。「五分五分だと

思 う」人 も37%と 「かな

り確 実」 と思 う人 とほぼ

票を分けた。 しか し、「発

生 しない可能性 の方が高

い」 や 「まず発生 しない

と思 う」人は合 わせても

4%に とどまる。

さらに、今後30年 間の

うちに東海地震が発生す

る可能性 を確率で表 して

もらったところ、50%と

答 えた人が33%と 最 も多

く、41%～60%で42%を

しめ、61%～80%が26%

となった。平均す ると静

岡市民の主観 的な発生確

率は60%と なった。

100%

90%

80%

70%

60%

50%

40%

30%

20%

10%

o%

一●一累積 噂 一比 率

1-5%6-20%21-40%41-60%61-80%81-100%

図2静 岡市民のみる東海地震の発生確率
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4-2東 海地震による被害の予想

(1)自宅被害の予想

東海地震が起 きたときに自宅が 「ぺ しゃんこに潰れ、中にいた人が閉 じこめられる」 と考える

人は1割 にとどまるが、「ぺ しゃんこにはならないだろうが、全壊する」 とする人 と合わせ ると4

割近 くの人が全壊被害 を受けると)1う厳 しい想定をしている。半壊程度の被害で済む と考 える人

も3人 に1人 いるが、「一部損壊 くらいの軽い被害で済むと思 う」人や 「ほとんど被害はないと思

う人」人 も27%に 達 している。とうぜ ん、建物が古い人ほど厳 しい被害 を予想する傾向にある。

昭和45年 以前に建 った建物 に住む人では6割 近 くが全壊 という厳 しい予想 をしている。これに対

して、昭和56年 以降の建物では全壊予想 は2割 強にとどま り、逆 に4割 の人が一部損壊やほとん

ど被害がないとしている。

表3住 宅の建築年と東海地震による自宅被害の想定

ぺ しゃん こ 全 壊 半壊程度 一部損壊 殆ど無被害

全 体 10.5 27.1 32.3 24.1 2.8

昭和45年 以前

昭和46～55年

昭和56年 以降

13.4

13.6

5.4

43.0

24.8

16.8

25.5

36.8

35.7

13.4

20.8

34.6

1.3

0.s

4.9

(2)周囲の被害

平 日の昼間に東海地震が起 きたとの想定で周囲の被害を尋ねてみると、8割 を超える人がライフ

ラインは全域で使えなくなると予想 している。また4割 の人は大規模な延焼火災が発生、多 くの住

家が倒壊 し生 き埋めが続出するとみている。その一方で、「病院の倒壊が続出する」、あるいは

「学校等の避難所の倒壊が続出する」 と見る人は1割 以下にとどまった。
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全域で電話が不通

全域で停電する

全域で水道が止まる

ガス漏れが続出

避難所の倒壊が続出

病院の倒壊が続出

延焼火災が発生

住家倒壊、生埋め発生

大規模な崖崩れ

東名高速が落下

大津波で大被害

0 10 20 30 40 5060 70 8090

図3東 海地震による被害の予想(平 日の昼間)

4-3東 海地震の予知の可能性

2-3日 以内(あ るいは数時問以内)に 大地震が発生する恐れがあるという東海地震の短期予知

に対 しては、悲観的な人が多い。「必ずで きると思 う」人は2%に 過ぎない。厂で きる可能性 は高い

と思う」人は27%い るが、可能と見る人は合わせても3割 程度 にとどまる。む しろ 厂で きない可

能性の方が高いと思 う」人が40%と 多 く、「ほ とん どできない と思 う」人 も20%に 達 している。

年齢や自主防への参加の有無でも大きな差はなく、一般的な傾向である。

だか らといって、静岡市民の災害観は 「自然災害の大 きな力 の前では、人間の力など無力であ

り、対策な どとって もたいした効果はない」 とい うわけではない。この無力説 に賛成す る人は

25%に 過 ぎない。66%の 人が反対意見を表明 している。また、「災害にあうかあわないかは、その

人の運命であ りじたばたしても始 まらない」 という運命論に賛同す る人は38%と やや増加するが、

それでも53%の 人が反対だとする。む しろ、「科学技術が進歩すれば、やがて災害を小さくするこ

とができるようになる」 と61%の 人が今後の科学技術 を信 じ、「自然災害の力は確かに大 きいが、

適切な対策 をとれば被害を大きく減らすことができる」 と89%の 人が対策の効果を信 じている。

つまり、現在の科学技術では予知に限界があるがいずれは可能 となるし、また対策 も有効 とみて

いると言えよう。
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注)図 中、プラスは賛成意見の人の割合 を、マイナスは反対意見の人の割合 を示す。

図4災 害観

5.確 率情報と確率の理解

5-1長 期確率評価情報の認知と評価

(1》認知

長期確率評価 は、大地震が一定の期間内に起 きる可能性を確率で評価 したもので、東海地震に
ついて1998年5月 に政府の地震調査研究推進本部が試算結果 を発表 した。それによると、東海地

震がこの30年 以内に起 きる確率は36%と 推定 されている。市民はこの試算結果をどう受け止めた

のだろうか。

この長期確率評価の試算結果はマスコミを通 じて市民 に伝 えられた。 しか し、新聞で読んだ人

は19%、 テレビ ・ラジオのニュースで聞いた人は15%に とどまった。その中には、両方か ら重複

して入手した人 も含 まれている。逆 に、「知 らなかった」人は70%に 達 している。あまり注 目され

たとは言えない。実際に、報道する側 もどう伝 えるか戸惑いがあり、事実の紹介にとどまった感

もあった。 しか し、関心が薄かったことも確かで、情報入手媒体にその傾向を見て取 ることがで

きる・入手 した人の多 くはマスメディアを通 して入手 してお り、「友人 ・知人や家族か ら」 という

人は2%に とどまる点である。この結果は、対人コミュニケーションが不活発であったことを示唆

してお り、それだけ関心の薄さを反映 していると考 えられるからである。

(2)主観的確率との比較

回答者自身の予想では、東海地震の発生確率を平均で60%、 また発表された発生確率36%よ り

も高 く見ていた人が83%、 低 く見ていた人が14%で あった。そのため、「30年間以内に起 きる確

率は36%」 とい う発表 を 「自分が考えていた よりも低い」 と感 じた人が59%に 達 した。厂自分の
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考えと可能性 は同じくらいだと思 う」人は21%で あ り、逆 に 「自分 の考えよりも可能性が高いと

思 う」人は9%に とどまった。今 までの情報や印象 と比べ て、専門家は東海地震が起 きる確率は低

い と判断 している、 と感 じた人の方が多かったのである。
』この 「起 きる確率は36%」 と

いう確率評価値が、市民に東海地震の危険性は思ったほど高 くな

いとい う受け止め方 をもたらし、その結果 として防災対策にマイナスの影響を与える事態 も懸念

される。それでは、市民への実際の影響はどうであろうか。

N/A1%

よく分か らな いti

その他

自分の考えより低い

自分の考えと同じ

自分の考えより高い

6%

9%

10%

21%

59%

o% 10% 20% 30% 40% 50ｰ/a 60% 70%

図5長 期確率評価と自身の可能性評価

(3)長期確率評価情報の評価

確率の発表を 「信 じる」 とした人は9%で しかなかった。「ある程度信 じる」 という人が52%と

過半数を占めてお り、信用はするがその内容 を鵜呑みにはしない、とい う冷静な層が多い ことに

なる。それどころか、「あまり信 じない」人(21%)や 「信 じない」人(3%)も お り、これらの

懐疑派は4人 に1人 に達する。また、「確率はよく理解で きない」 とす る人 も14%い ることか ら、

36%と いう発生確率 と市民の予想確率 との乖離はただちにはマイナスの影響 に結びつかないよう

に思われる。

,実際に、長期確率の試算結果を知 って防災対策を 「今 まではや りすぎていたと思った」 とする
「や りすぎ派」は1%以 下と少ない。む しろ、「地震対策をもっとしなければと思った」 とい う 「対

策推進派」が48%、 「今のレベルでよい と思 った」という 「現状肯定派」が43%い た。

また、この長期確率の公表への様々な論評への意見を聞いても、 まず公表 されたことへ は概ね

好意的な意見が示 されている。一般の人は 「発生確率 と言われて もよくわからないか ら」あるい

は 「今後30年 間とい うのは長すぎるか ら」公表する意味はない とい う論 には反対意見が8割 を占

める。さらに、「自分が生 きている聞に、この地震が来る可能性は少ないので」あるいは 「この く

らいの確率であれば」対策水準を落 としてもよい という論へ も反対が多い。むしろ、「すぐにでも

起 こる可能性があるのだか ら、この地震への準備 を怠ってはいけない」や 「防災 まちづ くりに積

極的に取 り組むべ きだ」 とする意見に賛意を示す人が圧倒的である。と りあえずは、長期確率の

公表が防災対策への意向を低減 させて しまうという逆機能はない ようである。

ただ、「この30年 間の発生確率が36%と 言われても、 ピンとこないので、対策の とりようがな

い」 と思 う人が3分 の1い る点に確率表現の理解 しにくさが反映 しているとも言えよう。
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表4長 期確率の公表への意見

賛 成 やや賛成 やや反対 反 対

準備を怠ってはいけない 55.9 34.8 2.4 0.9

ピンとこないので対策 の とりようが ない 6.9 26.2 34.4 25.4

防災まちづ くりに積極的に取 り組むべ き 52.9 32.3 4.5 2.6

確率は判らないか ら公表する意味はない 3.9 8.6 34.6 45.6

30年 では長すぎるから公表する意味はない 3.9 8.0 30.8 49.2

自分が生 きている問にはこないので程々に 1.5 4.9 28.8 57.8

地震対策に本気で取 り組む必要はない 1.3 3.0 26.7 61.9

5-2確 率 とリスク

(1)降水確率と傘の形態

確率は日頃なじみのない表現であ り、その評価 に市民は不慣れといえる。それでは、日頃接 し
ている降水確率情報では、確率情報はどのように利用 されているのだろうか。まず接触状況を確

認 してお くと、「毎 日の ようにみる」人が73%に 達 している。「ときどきみる」人が23%わ り、
厂あまりみない」人や 「まった く見ない」人は合わせても3%に 過 ぎない。降水確率 という情報は
一般にかなり利用されていることが分かる

。

ついで、対応行動への反映をみてみると、降水確率が30%を 超えたあたりから傘 を持って外 出

する人が増え始める。「20%未 満」でも傘 を持ってい く人 も3%程 度はいる。それが確率が 厂30%」

となると19%、 「40%」 で20%、 厂50%」 で27%の 人が傘を持って出るとしている。50%を 超える
と傘 を持ってでる人が合わせて7割 を占めようになる。その一方で、70%を 超えても7%の 人は依

然 として傘 を持っていかないとしている。

上記の結果か ら降水確率と傘の携帯 との関係をみると、30%の 降水確率で敏感な2割 の人が傘を

持ち始め、40%で 半々、50%の 降水確率 となると7割 の人が携帯 している ようになる。傘の携帯

は対応 コス トが低い行動であ り、単純には防災対策に一般化することには問題 もあろうが、30%
がひとつの 目安 となりそうである。
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図6降 水確率と傘の形態率

(2)発生確率と危険性の認知

では、 どれ くらいの確率であると危険性があると感 じ、 またどれくらいの確率で対策 を採るよ

うになるのだろうか。大地震が起 こる可能性が 「非常 に高い」 と感 じる人は、「今後30年 間の大地

震が起こる可能性が30%」 までは少ない。 「起こる可能性が1-5%」 、「10%」、「30%」 では1割 以

下の人で しかない。それが 「50%」 を過ぎたあたりから 「非常 に高い」と感 じる人は増加 してい

る。「起 こる可能性が50%」 と言われると14%の 人が、地震の発生する危険性は非常 に高い と感

じ、「70%」 では29%、 「90%」 になると42%ま で増加 していく。 しか し、この傾向に加 えて、「1-

5%」 で既に地震の危険性が非常に高いと感 じる人が8%に 達 している点は、注 目される。

他方、「高い」 と感 じる人は、「1-5%」 では9%、 「10%」 では11%、 「30%」 で24%で あるが、

「50%」 で34%と 最高に達する。その後は、「70%」 で21%、 「90%」 で9%と む しろ低下傾向を示

す。その結果、「非常 に高い」 と 「高い」 とを併せた比率は1-5%の17%か ら16%、31%と 川頁次増

えていくものの、発生確率50%以 降はほぼ5割 で大 きくは伸びな くなってしまう。「わか らない」

とす る人が一定層いるためである。

つ まり、10%あ た りから危険性を感 じ始め、30%に なると 「高い」、50%に なると 「非常に高い」

と確信度 を高 める人は増加する。 しか し、危険性 を感 じる人の総量の伸び率は止 まって しまう。

確率値が高 くなると危険性の確信度 を高める人がいる一方で、どんな確率値であっても危険性 に

反映 しない、あるいは反映できない人がいるということになる。
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図7発 生確率と主観的認知

(3)発生確率 と対策実施

対策実施 という面では どうなるだろうか。 まず、現在の対策実施状況か ら概観 しておこう。家

具の固定をしている人は51%に 達する。 しか し、この うち37%は 「一部の家具を固定」 している

だけで、「全部の家具 を固定 した」人は3%、 「大部分の家具 を固定 した」人は11%と 完全に安全

な状況 とは言えない。 このほかの被害軽減策については、耐震 自動消火装置付 きス トーブの使用

が52%と 高いものの、落下防止策が28%、 ガスボンベの転倒防止が15%と 減少 してお り、 さらに

窓ガラスの飛散防止(9%)、 ブロック塀 や門柱の安全性の点検(7%)、 自宅の耐震診断(7%)、

自宅の耐震補強(6%)と 低 くなる。全般に小田原市民の実施率が高い傾向にあるが、耐震診断や

窓ガラスの飛散防止は静岡市民の方が高いという特徴がある。

応急対策については、消火器の備え付けが48%、3～4日 分の非常用食料の備蓄が44% 、3～4日

分の飲料水 の備蓄が42%、 非常持ち出し品の準備が44%、 救急医薬品等の準備が41%と 半数を割

る実施率 となっている。さらに、「避難する場所 を決めている」世帯が50% 、「家族が離ればなれ

になったときのために、落ち合う場所 を決めている」世帯が32% 、「家族 との連絡方法 を決めてい

る」世帯が28%と なっている。

では、「大地震が起 きる確率が何%以 上であれば、半数以上の人が」対策を取 り始めるのだろう

か。対策の内容としては、「家具の固定」、「非常持 ち出し品の準備」、「家の耐震診断」、「防災訓練
への参加」ならびに 「防災座談会への出席」の5項 目をあげている。結果を図7に 示 したように、

対策によって若干の差はあるが、大 まかな傾向は一致 しているようである。ほぼ30%か ら立ち上

が り、50%に なると対策をとる人が半分以上になるとみる人がほぼ半数となって くる。現在の対

一90一



策実施率の差が反映 していないために、この予想が現実的なものとは思われないが、30-50%の

発生確率が主観的にはひとつの分岐点 として意識 されていることを示す結果 と理解 される。

図8地 震の発生確率と対策の実施

(3》地震の リスクと他の リスク

このような地震のリスクを他のリスクと比べてどのように見ているのだろうか。「住 んでいる地

域で大地震が起きる可能性 に比べて」、半数の人は自分や家族が 「交通事故で大ケガする可能性」

や自分が 「病気で入院する可能性」の方を大 きい と見ている。 しかし、6割 以上の人が自分や家族

が 「飛行機事故にあう可能性」よりは低 く見ている。 さらに、自宅が 「泥棒に入 られる可能性」

や 「火事にあ う可能性」あるいは 「日本で原子力発電所の爆発事故が起 こる可能性」 と比べた場

合には、拮抗 しているといえよう。

5-3研 究者の個人的見解

(1)溝上シナ リオの認知

東海地震 に関する判定会の会長をしている溝上教授が、東海地震が発生す るまでの状況の変化

を推定 したシナリオを発表した。それによる と、東海地震の発生 までに6つ の段階があり、現在す

でに第3段 階 まで進んでいるとし、このまま進む と、2-3年 後にさらに地震活動が活発 にな り、

第4段 階に入 るとされる。さらに短期的、直前の前兆を経て、東海地震が発生するとういうもので

ある。このシナリオは、マス コミや自主防新聞などを通 じて、市民へ もたらされた。新聞で読ん
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だ人は18%、 テレビやラジオのニュースで聞いた人は21%い た。友人 ・知人や家族から聞いた人
は4%と 少ない。その一方で、この災害情報 についても53%の 人が知 らなかったと答えている

。
長期確率よりも幾分は知 られているが、4割 強の人が知っていたに過 ぎず、あまり話 し合われてい

る訳でもないようだ。

57%の 人は 厂ある程度信 じる」が、「あまり信 じない」人 も18%い る。「信 じる」 とい う人や

「信 じない」 という明確な意見 を持つ人は少 ない。冷静に受け止めているようだ。この傾向を反映

して、「ひとつの可能性を示 しただけで、深刻に受け止めていない」人が53%と 過半数を占め、溝
上シナリオの主張する 「東海地震は2-3年 の内に起 きる可能性は高い」 と受け止めた人は15%に

過ぎない。

しかし、何の効果もなかったとは言 えない。「非常持ち出し品を用意 した り、点検 した」人が
27%と 、このシナリオを聞いていた4割 の人の中では4人 に3人 は防災行動を行 っているからであ

る。「防災について家族で話 し合った」人も18%お り、この情報が対策に結びついている。

(2)防災情報の公表への意見 と要望

溝上 シナ リオ以外にも地震学者の考え方が紹介 されている。市民 としては、内容やデータから

その適否 を判断することは難 し

いため、その内容の違いや矛盾

点 に振 り回される可能性 も否定

できない。

地震学者 の考 え方に対 して、

市民の関心 を見てみると、図に

示 したようにそれな りの関心 を

寄せているようだ。最 も多いの

は 「少 し関心がある」で48%で

あ るが、 「非 常 に」 あるい は

「かな り」 関心がある人 も合 わ

せて4割 を占めている。「あまり」

あるいは 「まった く」関心がな

図9地 震学者の考え方への関心

図10公 表の是非

いとした人は1割 にとどまる。

その関心 を反映 して、公表の

是非に対 しては前向きな意見が

多い。「住民に不安 を持 たせる

だけなのでやたらと公表すべ き

ではない」 という意見は、1割

しかいない。その一方で、無条

件 に 厂矛盾する研究成果や学説

であっても住民にどんどん公表

すべ き」 とい う積極派 も2割 に

とどまる。

大半の人は 「専 門家の間では
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よいが、住民 には整理 してから公表すべ き」 という条件派 と言えよう。ある程度の意見の調整や

わか りやす さな どを研 究者 な り

学会 な りに求めているといって

よかろう。 さらに、行政に対 し

て も、これ らの情報の 「広…報の

必要 はない」 とい.う意見は少数

派であった。 しか し、 わか りや

す さを求めていた ことか らも無

条件 に 「積極 的 に広報すべ き」

という人 も16%に とどまる。「学

説だけで はな く具体 的な対応方

法 も含 めて、国や県、市は住民

に広報すべ き」 とい う意見が大

勢を占める。

図11行 政の姿勢への要望

7.ま と め

以上のように、静岡市民の感 じている今後30年 間に東海地震め発生確率 は、平均すると60%で

ある。これに対 して、また、東海地震の長期発生確率の評価値は36%で あ り、自分の予想 よ りも

低いと感 じる人が多かった。 しか し、この乖離が 厂東海地震は切迫 していない」 という安心情報

とはなっていないようであった。

そもそ もが、長期 的確率評価の認知率は3割 と低 く、「ある程度信 じる」 と慎重に受 け取 る人が

過半数を占めてお り、また懐疑的な人 も4人 に1人 いた。また、 この確率 を聞いて自宅の防災対策

を 「今 までや りす ぎていた」 とする人はほ とんどおらず、むしろもっと防災対策をすべ きという

対策推進派が48%、 今のレベルで よいとする現状肯定派が43%と なっている。市民の防災意識を

低める逆風 とはなっていないのである。

ただ、その背景には確率的表現がわか りに くいという点も寄与 している可能性がある。地震の

危険性の認知は30%が ひとつの 目安であ り、50%を 超えると多 くの人が危険性 を覚知するように

なる。 しか し、この傾向は降水確率 と傘の携帯についても類似 した傾向を示 してお り、対象 とな

る事象のリス クの大 きさや対策のコス トの差 を反映 していないからである。 しかも、確率は低 く

ても発生の可能性はあると受け取る人や丸確率が高 くなって もあまり意識や行動 を変えない層 も

いる。 さらに、確率表現に関する質問には 「わからない」 との回答 も多いのである。定性的な評

価 を合わせて付記する必要があろう。

また、溝上シナリオの認知率 も4割 と高 くはない。「ある程度信 じる」という慎重派がやはり6

割を占めていた。家族内の話 し合いや非常持ち出 し品の確認など身近な防災行動 にも結びついて

お り、防災情報 として有効であったと考え られる。これらのことから、確率的表現であろうと、

シナリオであろうと、地震に関する情報 を公表することに躊躇の必要は予想外になさそうである。

実際、市民は情報の公開を求めている。ただし、あまりに多 くの しか も一見、矛盾する内容

が多数出されると、判断に困ると考 えている。全般に、防災情報は公表するべ きだが、対応の明
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示や整理 された内容であることを望んでいるのである。重要なものについては行政な りが評価や

行動指針 を加えた評価情報 を合わせて示 して欲 しいと考 えている。市民は一つの情報 に踊 らされ

ず冷静に受け止めているが、わか りにくさも感 じているのである。:地震の発生危険性 に関する情

報の公表に際 しては、公表するかしないかではな く、具体的な行動 と結びつけることがで きる付

加情報 を検討すべ きである。
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